
Ⅰ．はじめに

ＴＡＩＮＳ解体新書では、分掌変更
による役員退職給与について過去2回
（平成20年7月号、平成25年6月号）
にわたり判決等をご紹介しておりま
す。平成25年6月号では、分割払の役
員退職給与について納税者の請求が棄
却された公表裁決をご紹介しておりま
したが、この事案は、今年の2月に納
税者の請求が認められ、更正処分が全
て取り消されるという逆転判決が東京
地裁で出され、国側が控訴を断念した
ため、納税者勝訴で確定しました。
今回は、この事案について、裁決そ
して東京地裁判決と順を追って、争点
を役員退職給与の損金算入時期に絞り
ご紹介したいと思います。

Ⅱ．事案の概要と納税者の
主張

本件は、Ａ社が、Ａ社の創業者乙が
平成19年8月31日に代表取締役を辞任
して非常勤取締役となったことに伴
い、退職慰労金として2億5000万円を
支給することを決定し、平成19年8月
31日に7500万円を、平成20年8月29日
に1億2500万円（以下「本件第二金員」
という。）を支払い、平成19年8月期
及び平成20年8月期に、それぞれ役員
退職給与として損金の額に算入し、ま
た、退職所得に該当するとして計算し
た源泉所得税額を納付したところ、処
分行政庁から、本件第二金員は退職給
与に該当せず損金の額に算入すること
はできないとして、法人税の更正処分
等を受けたため、その取消しを求めた
事案です。
審査請求時に、納税者側は、資金繰
り等の都合から2事業年度にそれぞれ

支給したものであるから、いずれも法
基通9－2－32《役員の分掌変更等の
場合の退職給与》及び法基通9－2－
28《役員に対する退職給与の損金算入
の時期》が適用されると主張しました。
また、裁判で、国側が法基通9－2

－28は完全に退職した役員に支払われ
る退職給与にのみ適用されると主張し
たのに対し、納税者側は、完全な退職
と同視し得る職務分掌変更等にも適用
されるべきであると主張しています。

Ⅲ．国税不服審判所の判断

平24．03．27公表裁決
（Ｊ86－3－18）（棄却）

本件役員は、分掌変更により請求人
の代表権を有しなくなるとともに、非
常勤取締役として実質的にも請求人の
経営に直接関与しなくなったことが認
められ、その報酬額もおおむね50％以
上減額されていることが認められるこ
とからすると、本件分掌変更は、法基
通9－2－32に定める実質的に退職し
たと同様の事情がある場合に当たると
認めることができる。
しかしながら、本件第二金員は、分

掌変更から1年近くを経て支給された
ものであり、分掌変更の時に支給され
た金員とはいえない。退職慰労金に関
する株主総会議事録や取締役会議事録
が存在せず、請求人が主張する資金需
要を認めるに足りる具体的な資料もな
い。本件第二金員をその支払日の属す
る事業年度において損金算入を認めた
場合には、請求人による恣意的な損金
算入を認める結果となり、課税上の弊
害があるといわざるを得ない。
以上によれば、本件分掌変更の時に

本件第二金員が支払われなかったこと

が合理的な理由によるものであると認
めるに足りる証拠はなく、本件第二金
員を退職給与として取り扱うことはで
きないというべきである。

Ⅳ．公正処理基準に従った
会計処理であるとして
損金算入を認めた東京
地裁の判断

平27．02．26（変更判決平成27．03．03）
東京地裁
（Ｚ888－1918）（全部取消し）（確定）

法人税法第34条1項にいう「退職給
与」とは、役員が会社その他の法人を
退職したことによって初めて支給さ
れ、かつ、役員としての在任期間中に
おける継続的な職務執行に対する対価
の一部の後払いとしての性質を有する
給与であると解すべきであり、役員と
しての地位又は職務の内容が激変し、
実質的には退職したと同様の事情にあ
ると認められる場合に退職給与として
支給される給与も、上記「退職給与」
に含まれるものと解すべきである。そ
うである以上、法基通9－2－28にお
ける「退職した役員」、「退職給与」と
いった文言についても、実質的には退
職したと同様の事情にあると認められ
る場合をも含むものと解すべきである
ことは明らかである。
原告は、法基通9－2－28ただし書
に依拠して、本件第二金員を平成20年
8月期の損金に算入するという会計処
理を行っているところ、多数の税理士
等が、本件通達ただし書を根拠とし
て、支給年度損金経理を紹介している
のであって、本件通達ただし書が昭和
55年の法人税基本通達の改正により設
けられたものであり、これに依拠して

支給年度損金経理を行うという会計処
理は、相当期間にわたり、相当数の企
業によって採用されていたものと推認
できることをも併せ考えれば、会計処
理の一つの方法として確立した会計慣
行であるということができ、一般に公
正妥当な会計慣行の一つであるという
べきである。
役員退職給与に係る費用をどの事業
年度に計上すべきかについては、公正
処理基準（法人税法第22条4項）に従
うべきところ、本件通達ただし書に依
拠した本件会計処理が公正処理基準に
従ったものといえることは、これまで
検討してきたとおりであり、以上によ
れば、本件第二金員を平成20年8月期
の損金に算入することができるという
べきである。

Ⅴ．おわりに

この事案は、翌事業年度に支払った
役員退職給与に法基通9－2－32及び
法基通9－2－28が適用されるか否か
を争ったものですが、最終的には、分
掌変更による役員退職給与について
も、支給年度に損金の額に算入すると
いう会計処理が、法人税法第22条の公
正処理基準に従ったものであると判断
したことに、実務上大変意義のある判
決です。
なお、この東京地裁判決は、還付加
算金の計算が国税通則法の規定に基づ
いていなかったとして、3月3日に金
額を一部変更した判決（変更判決）が
出されております。
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